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人材紹介基本契約書 
 

株式会社◯◯◯◯◯（以下、甲という）と株式会社プレシャスＨＲ（以下、乙という）とは、甲の人材採用

コンサルティングに関し、次の通り契約を締結する。 

 

第１条（業務内容） 

甲の諸条件に沿った人材紹介、及び採用に関するコンサルティング業務を委託し、乙はこれを受託する。 

 

第２条（紹介手数料の発生） 

1. 甲が乙に支払う人材紹介手数料（以下、紹介手数料という）は、乙の人材紹介を通じて、甲が人材の採

用を決定し、かつ甲が採用を決定した者（以下、採用決定者という）が甲への入社意思を書面にて提示

し、実際に甲へ入社した日をもって発生する成功報酬方式とする。 

2. 採用決定者が甲への入社意思を書面にて示したにも拘らず、甲への入社に至らなかった場合には、当然

紹介手数料は発生しないものとする。 

3. また、乙は前項の場合、甲に対し、これに伴う損害賠償金など一切の保証を行わないものとする。 

 

第３条（紹介手数料） 

紹介手数料は、次の（１）～（２）に従って算出する。 

(1) 採用決定者の採用初年度換算分の３０％（消費税及び地方消費税別）とする。ここでいう「採用決定者

の採用初年度換算分」とは、該当者に支払われる採用初年度予定年収（通勤費を除く全ての諸手当、及

び前年度の全従業員の平均賞与月数より想定した支給額見込賞与を含む）とする。 

(2) 乙が甲からの要請に基づき特別なコンサルティングを実施した場合は、当該コンサルティング活動に関

して発生する活動費及び報酬については、別途協議の上決定することとする。 

 

第４条（紹介手数料の支払い） 

甲の乙に対して支払う紹介手数料は、採用決定者が実際に甲へ入社した日の属する月の末日締めとし、翌月

末日迄に、乙に対して、第３条に基づく紹介手数料を乙の指定する銀行口座に振り込みにより甲が支払うも

のとする。振込手数料は甲の負担とする。 

 

第５条（紹介手数料の返還） 

採用決定者が甲に入社後、自己都合により下記の期間内に退職した場合、甲は乙に対して採用決定者の退職

日から１ヶ月以内に紹介手数料の返還を求めることができるものとする。乙は甲の紹介手数料返還申請に対

して、次の通り甲の紹介手数料返還申請日の属する月の翌月末日迄に返還するものとする。 

 入社後 １か月以内に退職： 紹介手数料の８０％ 

 入社後 ３か月以内に退職： 紹介手数料の５０％ 

但し、甲の採用決定者に対する待遇、及びその他の労働条件が採用決定時の労働契約内容と著しく異なるこ

とに起因する退職の場合はこの限りではない。 

 

第６条（紹介の優先順位） 

1. 応募者が複数の人材紹介会社より甲に紹介され、また甲に直接応募した場合、甲は最も紹介の早かった

人材紹介会社から紹介を受けたものとし、また、最も早く甲に直接応募があった場合はそれを優先し、

選考を進めるものとする。 

2. 前項の規定にかかわらず、乙から甲に対する人材の紹介から６ヶ月を経過した後に、他の紹介会社より

再度甲に当該人材の紹介があった場合は、甲は６ヶ月を経過した後に最も早く紹介を受けた紹介会社か

ら紹介を受けたものとして、選考を進めるものとる。 

3. 本条１項の規定にかかわらず、乙から甲に対する人材の紹介から６か月を経過した後に、当該人材が直

接甲に応募した場合は、当該人材の選考を進めることを乙は予め了承するものとする。 

 

第７条（求人条件等の開示・提供） 

1. 甲は、乙に対し、本業務の遂行にあたり必要な求人条件等の情報を提供するものとする。 

2. 甲は、事前に開示・公開を希望しない旨を指定した場合を除き、甲が乙に提供した求人条件等の情報お

よび乙が収集した一般に公開されている甲の企業情報等を、乙が求職者に対して提供することに予め同

意するものとする。 
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3. 甲は、甲の企業ロゴやホームページ上のサービスの素材等を、本契約の目的の範囲において乙が運営管

理するウェブサイト上への登録及び乙が運営管理するウェブサイトのユーザーに対して開示・公開する

ことに予め同意するものとする。 

 

第８条（守秘義務） 

甲及び乙は、本契約に関連して知り得た選考対象者等、第三者に関する情報並びに、甲乙双方の秘密、又は

不利益となる情報に関して守秘義務を負うものとし、これを開示又は漏洩してはならないものとする。 

 

第９条（反社会的勢力の排除） 

1. 甲及び乙は、現在、暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋、社会運動等標榜ゴ

ロまたは特殊知能暴力集団等、その他これに準ずる者(以下、反社会的勢力という)のいずれでもなく、

また、反社会的勢力が経営に実質的に関与している法人等に属する者ではないことを表明し、かつ将来

にわたっても該当しないことを保証する。 

2. 甲または乙は、相手方が次の各号のいずれかに該当する場合、何らの催告をすることなく契約を解除す

ることができ、相手方に損害が生じてもこれを賠償することを要しない。 

(1) 反社会的勢力に該当すると認められるとき 

(2) 相手方の経営に反社会的勢力が実質的に関与していると認められるとき 

(3) 相手方が反社会的勢力を利用していると認められるとき 

(4) 相手方が反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関与をしていると

認められるとき 

(5) 相手方または相手方の役員もしくは相手方の経営に実質的に関与している者が反社会的勢力と社

会的に非難されるべき関係を有しているとき 

(6) 自らまたは第三者を利用して、暴力的な要求行為、法的な責任を超えた不当な要求行為、脅迫的

な言動、暴力および風説の流布・偽計・威力を用いた信用棄損・業務妨害その他これらに準ずる

行為に及んだとき 

 

第１０条（契約の有効期間） 

本契約の有効期間は、契約締結の日から一年間とする。但し、期間満了の１か月前までに甲または乙より異

議申し立てのない場合は、本契約は同一条件にて更に一年間延長されるものとし、以後も同様とする。 

 

第１１条（本契約の未記載事項） 

本契約書に定めていない事項及び本契約書の解釈に関しては、その都度甲乙協議の上これを解決するものと

する。 

 

第１２条（準拠法・合意管轄） 

本契約は日本法に準拠するものとし、本契約に関連して発生する一切の紛争については、東京地方裁判所を

第一審の専属的合意管轄裁判所とすることに合意する。 

 

以上、本契約成立の証として、本契約書２通を作成し、甲乙各々記名押印のうえ各１通を保有する。 

 

◯◯◯◯年◯◯月◯◯日 

 

甲： ◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯ 

 ◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯ 

 株式会社◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯ 

 代表取締役  ◯◯ ◯◯    ○印  

 

 

乙： 東京都千代田区神田神保町 3-2-1 

 サンライトビル 4F 

 株式会社プレシャスＨＲ 

 代表取締役  尾花 正生    ○印  

 


